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毎週火 金曜日発行･

公布 規則

◇ 鳥取県温泉法施行細則 一部 改正 規則（ ）（環境政策課）………………………………

鳥取県立産業体育館管理規則 一部 改正 規則（ ）（経済通商課）………………………

鳥取県産業技術 ー条例施行規則 一部 改正 規則（ ）（工業振興課）……………

職場適応訓練委託規則及 鳥取県訓練手当支給規則 一部 改正 規則（ ）

（労働雇用課）…………………………………………………………………………………………

鳥取県立高等技術専門校規則 一部 改正 規則（ ）（〃）…………………………………

◇鳥取県温泉法施行細則 一部 改正 規則

温泉掘削許可等 有効期間 更新 係 申請書 様式 定 。（第 条、様式第 号関係）

温泉成分分析 行 者 登録、登録事項 変更及 業務 廃止 係 申請書等 様式 定

。（第 条～第 条、様式第 号～様式第 号関係）

他所要 規定 整備 行 。

規則 、平成 年 月 日 施行 。

◇鳥取県立産業体育館管理規則 一部 改正 規則

体育館 一般利用 方法 利用 者 対 交付 利用券 、学生又 一般人 交付

。（第 条関係）

使用料 減免 行 場合 、児童又 生徒 休日等 体育館 一般利用 除

。（第 条関係）

利用申込書 様式 ・ ー 活動及 他 区分 関 記載 削 。

（様式第 号関係）

利用券 様式 改 。（様式第 号関係）

他所要 規定 整備 行 。

規則 、平成 年 月 日 施行 。

◇鳥取県産業技術 ー条例施行規則 一部 改正 規則

鳥取県産業技術 ー 設備 係 使用料 新 次 使用料 加 。（別表関係）
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区 分 単 位 金 額

分析機械
表面形状分析装置 時間 円

糖分析装置 時間 円

試験機械

電源高調波試験装置 時間 円

電子部品微小硬 試験装置 時間 円

無機薄膜製膜装置 時間 円
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高温環境衝撃試験装置 時間 円

ＵＳＢ 開発環境試験装置 時間 円

水平振動試験装置 時間 円

測定機械

高速 ー 時間 円

ー式木材衝撃試験機 時間 円

卓上型万能強度試験機 時間 円

三次元 時間 円

ー 硬度計 時間 円

加工機械 卓上型万能高速 ー・ ー 時間 円
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の を する をここに する

の を する

の を のように する

の の の の に が かれた という に する の の

の に が かれた という が する には を

とし に する が しない には という を り

に する が しない には という を える
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規則 、公布 日 施行 。

◇職場適応訓練委託規則及 鳥取県訓練手当支給規則 一部 改正 規則

県 支給 訓練手当 支給対象者 石炭鉱業離職者求職手帳 発給 受 者 加

。（第 条関係）

他所要 規定 整備 行 。

規則 、公布 日 施行 。

◇鳥取県立高等技術専門校規則 一部 改正 規則

鳥取県立米子高等技術専門校 自動車整備科 訓練生定員 人（現行 人） 増員 。

（第 条関係）

規則 、平成 年 月 日 施行 。

鳥取県温泉法施行細則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県温泉法施行細則 一部 改正 規則

鳥取県温泉法施行細則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中条 表示 下線 引 条（以下「移動条」 。） 対応 同表 改正後 欄

中条 表示 下線 引 条（以下「移動後条」 。） 存在 場合 、当該移動条 当該移動後条

、移動条 対応 移動後条 存在 場合 、当該移動条（以下「削除条」 。） 削 、移動

後条 対応 移動条 存在 場合 、当該移動後条（以下「追加条」 。） 加 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（条 表示、削除条及 様式 表示 除 。以下「改正部分」

。） 対応 同表 改正後 欄中下線 引 部分（条 表示、追加条及 様式 表示 除 。以下「改
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改 正 後 改 正 前

（温泉掘削許可申請書等 様式）

第 条 省令第 条第 項 申請書及 省令第 条第

項 申請書 、 様式第 号及 様式第 号

。

（温泉掘削許可等 有効期間更新申請書 様式）

第 条 省令第 条 申請書 、様式第 号

。

（温泉掘削許可申請書等 記載事項 変更 届出）

第 条 法第 条第 項又 法第 条第 項 許可 受

者（以下「温泉掘削者等」 。） 、法第

条第 項（法第 条第 項 準用 場合 含

。） 規定 届出 間 、前条 申

請書 記載事項 住所、氏名 他知事 別 定

事項 変更 生 、速 様式第 号

届出書 知事 提出 。

（温泉掘削工事等完了（廃止）届出書 様式）

第 条 省令第 条 届出書 、様式第 号

。

（温泉掘削許可標識等 掲示）

第 条 温泉掘削者等（法第 条第 項 動力 装置

許可 受 者 除 。） 、掘削又 増掘 工事

期間中、当該工事場所 見 位置 、様式第 号

標識 掲示 。

（温泉 出路 等 届出）

第 条 略

（温泉掘削許可申請書等 様式）

第 条 省令第 条 申請書及 省令第 条 申請書 、

様式第 号及 様式第 号 。

（温泉掘削許可申請書等 記載事項 変更 届出）

第 条 法第 条第 項又 法第 条第 項 許可 受

者（以下「温泉掘削者等」 。） 、省令第

条前段 規定 届出 間 、前条

申請書 記載事項 住所、氏名 他知事 別

定 事項 変更 生 、速 様式第

号 届出書 知事 提出 。

（温泉掘削工事等 着手等 届出）

第 条 温泉掘削者等 、掘削又 増削若 動力

装置 工事（以下「温泉掘削工事等」 。） 着

手 、又 中止 温泉掘削工事等 再開 、

様式第 号 届出書 知事 提出

。

（温泉掘削工事等 終了等 届出手続）

第 条 省令第 条 規定 届出 、温泉掘削工事

等 終了 、又 中止 日 日以内 様式第

号 届出書 提出 。

（温泉掘削許可標識等 掲示）

第 条 温泉掘削者等（法第 条第 項 動力 装置

許可 受 者 除 。） 、掘削又 増掘 工事

期間中、当該工事場所 見 位置 、様式第 号

標識 掲示 。

（温泉 出路 等 届出）

第 条 略
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正後部分」 。） 存在 場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応 改正後

部分 存在 場合 、当該改正部分 削 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該

改正後部分 加 。

次 表 改正前 欄 表中太線 囲 部分 削 。

次 表 改正前 欄中様式 表示 下線 引 様式（以下「移動様式」 。） 対応 同表 改正

後 欄中様式 表示 下線 引 様式（以下「移動後様式」 。） 存在 場合 、当該移動様式
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法第 条第 項 規定及 第 条 規定 、温泉

出路 、 出管 入替 、 出槽

改修又 動力 装置 更新 工事 準用 。

場合 、同条中「省令第 条 届出書」

「第 条第 項 準用 法第 条第

項 規定 届出」 、「 」

「届出書 提出 」 読 替

。

（原状回復 報告）

第 条 法第 条（法第 条第 項 準用 場

合 含 。） 規定 知事 命令 受 者 、

速 原状回復 必要 措置 行 、知事 指

定 日 様式第 号 報告書 知事 提出

。

（温泉利用許可申請書 様式）

第 条 省令第 条第 項 申請書 、様式第 号

。

（温泉成分等掲示届出書 様式）

第 条 省令第 条 届出書 、様式第 号

。

（温泉利用施設 設備 改修 届出）

第 条 法第 条第 項 許可 受 者（以下「温泉

供用者」 。） 、 温泉利用施設 次 設備

改修 、 様式第 号

届出書 知事 提出 。

（ ）～（ ） 略

（温泉 利用 廃止 届出）

第 条 略

（温泉成分分析機関登録申請書 様式）

第 条 法第 条第 項 申請書 、様式第 号

。

（温泉成分分析機関登録事項変更届出書 様式）

第 条 省令第 条第 項 届出書 、様式第 号

。

（温泉成分分析業務廃止届出書 様式）

第 条 省令第 条 届出書 、様式第 号

。

（書類 経由）

第 条 法、省令又 規則 規定 知事 提出

申請書、届出書 他 書類 、所管保健所長

省令第 条及 規則第 条 規定 、温泉

出路 、 出管 入替 、 出槽 改

修又 動力装置 更新 工事 準用 。

場合 、同条中「省令第 条」 「第

条第 項 準用 省令第 条」 読 替

。

（原状回復 報告）

第 条 法第 条（法第 条第 項 準用 場

合 含 。） 規定 知事 命令 受 者 、

速 原状回復 必要 措置 行 、知事 指

定 日 様式第 号 報告書 知事 提出

。

（温泉利用許可申請書 様式）

第 条 省令第 条 申請書 、様式第 号

。

（温泉 成分等 掲示 届出手続）

第 条 省令第 条第 項 規定 届出 、様式第

号 届出書 提出 。

（温泉利用施設 設備 改修 届出）

第 条 法第 条第 項 許可 受 者（以下「温泉

供用者」 。） 、 温泉利用施設 次 設備

改修 、 様式第 号

届出書 知事 提出 。

（ ）～（ ） 略

（温泉 利用 廃止 届出）

第 条 略

（書類 経由）

第 条 省令又 規則 規定 知事 提出

申請書、届出書 他 書類 、所管保健所長 経由
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経由 提出 。 提出 。

様式第 号（第 条関係）

温 泉 掘 削 許 可 申 請 書

職氏名 様

温泉 出 土地 掘削 、温

泉法第 条第 項 規定 、関係書類 添 次

申請 。

年 月 日

住 所

申請者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

略

注 略

添付書類

略

略

略

申請者 温泉法第 条第 項第 号 第

号 該当 者 誓約 書

面

様式第 号（第 条関係）

温泉増掘（動力 装置）許可申請書

職氏名 様

温泉 出路 増掘（温泉 出 動

力 装置） 、温泉法第 条第 項 規定

、関係書類 添 次 申請 。

年 月 日

住 所

申請者

氏 名

様式第 号（第 条関係）

温 泉 掘 削 許 可 申 請 書

職氏名 様

温泉 出 土地 掘削 、温

泉法第 条第 項 規定 、関係書類 添 次

申請 。

年 月 日

住 所

申請者

氏 名

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

略

注 略

添付書類

申請者 法人 場合 、 定

款又 寄附行為 写

略

略

工事費用 係 予算 状況 明 書

類

略

様式第 号（第 条関係）

温泉増掘（動力装置）許可申請書

職氏名 様

温泉 出路 増掘（温泉 出 動

力 装置） 、温泉法第 条第 項 規定

、関係書類 添 次 申請 。

年 月 日

住 所

申請者

氏 名

して しなければならない して しなければならない

をゆう させるため を したいので

の により を えて

のとおり します

にあっては たる の

び びに の

が から

までに しない であることを する

の

のゆう を をゆう させるため

を したいので の に

より を えて のとおり します

をゆう させるため を したいので

の により を えて

のとおり します

にあっては び の

が である にあっては その

は の し

に る の を らかにした

のゆう を をゆう させるため

を したいので の に

より を えて のとおり します

１ ２

３ １

１

２

３

４ ４ １ ３ ５

２ ２

９ １

１ ２

３ １

１

２

３

４

５

２ ２

８ １
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（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

増掘又 動力 装置 目的
増掘又 動力 装置 行
土地

番地 （地目）

略
増掘後 出路 口径及
深

口径 ㎝ 深 ｍ

動力 装
置 概要

動力源
種 類
名 称 （出力 ＫＷ）
種 類
名 称 （出力 ＫＷ）

略

注 略

「動力 装置 概要」 「種類」欄 、動力

源 「電動機」、「内燃機関」等 、

「渦巻 」、「往復 」

等 記載 。

添付書類

増掘又 動力 装置 行 土地 周辺 状況

明 図面（当該土地 ー

以内 温泉 出地 位置及 当該土

地 距離 表示 。）

略

略

動力 装置 場合 、 詳細 明

書類

増掘又 動力 装置 行 土地 係 土地登

記簿謄本及 申請者 当該土地 所有者

場合 、当該土地所有者 承諾書

申請者 温泉法第 条第 項 準用

同法第 条第 項第 号 第 号 該

当 者 誓約 書面

様式第 号（第 条関係）

温泉掘削（増掘・動力 装置）許可 有

効期間更新申請書

職氏名 様

温泉掘削（増掘・動力 装置） 許可 有効期間

更新 、温泉法第 条第 項（第 条第

項 準用 同法第 条第 項） 規定 、

関係書類 添 次 申請 。

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

増掘又 動力装置 目的
増掘又 動力装置 行 土
地

番地 （地目）

略

増掘後 口径及 深 口径 ㎝ 深 ｍ

動力装置
概要

動力源
種 類
名 称 （出力 ＫＷ）
種 類
名 称 （出力 ＫＷ）

略

注 略

「動力装置 概要」 「種類」欄 、動力源

「電動機」、「内燃機関」等 、

「渦巻 」、「往復 」等

記載 。

添付書類

申請者 法人 場合 、 定

款又 寄付行為 写

増掘又 動力装置 行 土地 周辺 状況

明 図面（当該土地 ー

以内 温泉 出地 位置及 当該土地

距離 表示 。）

略

略

動力装置 場合 、 詳細 明

書類

増掘又 動力装置 行 土地 係 土地登記

簿謄本及 申請者 当該土地 所有者 場

合 、当該土地所有者 承諾書

にあっては たる の

び びに の

は の の
は の を う

のゆう の
び さ

さ

の
の

ポンプ

の の の は

については と ポ

ンプについては ポンプ ポンプ

と すること

は の を う の の

を らかにした から キロメ

トル にある ゆう の び

までの を すること

の の にあっては その を

らかにした

は の を う に る

び が の でない

にあっては の

が において す

る から までに

しない であることを する

の の

の の の の

をしたいので

において する の により

を えて のとおり します

にあっては び の

は の
は を う

の び さ さ

の
ポンプ

の の は

については と ポン

プについては ポンプ ポンプ

と すること

が である にあっては その

は の し

は を う の の を

らかにした から キロメ ト

ル にある ゆう の び

までの を すること

の にあっては その を ら

かにした

は を う に る

び が の でない

にあっては の

１

２

１

１

２

３

４

５

６ ９ ２

４ １ ３ ５

３ ３

５ ２ ９ ２

５ ２

１

２

１

２

１

３

４

５

６
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年 月 日

住 所

申請者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

許 可 種 類 掘削・増掘・動力 装置
許可年月日及 許可番号 年 月 日 第 号
工 事 場 所 番地 （地目）
更新 必要 理由

注 氏名 自署 場合 、押印 省略

。

様式第 号（第 条関係）

温泉掘削（増掘・動力 装置）許可申請書記

載事項変更届出書

職氏名 様

温泉掘削（増掘・動力 装置）許可申請書 記載事

項 変更 生 、鳥取県温泉法施行細則第 条

規定 、次 届 出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

略

注 略

様式第 号（第 条関係）

温泉掘削（増掘・動力装置）許可申請書記

載事項変更届出書

職氏名 様

温泉掘削（増掘・動力装置）許可申請書 記載事項

変更 生 、鳥取県温泉法施行細則第 条

規定 、次 届 出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

略

注 略

様式第 号（第 条関係）

温泉掘削工事等着手（再開）届出書

職氏名 様

温泉掘削工事等 着手（中止 温泉掘削工事等

再開） 、鳥取県温泉法施行細則第 条 規定

、次 届 出 。

年 月 日

にあっては たる の

び びに の

の の
び

の
を とする

を する には を すること

ができる

の

の の

に を じたので

の により のとおり け ます

にあっては たる の

び びに の

の

に を じたので の

により のとおり け ます

にあっては び の

に した を

するので の

により のとおり け ます

４ ４

３

３ ３

３

４ ４

４
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住 所

届出者

氏 名

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

工 事 種 類 掘削・増削・動力装置
許可年月日及 許可番号 年 月 日 第 号
工 事 場 所

工事期間
着手（再開） 年 月 日
終 了 年 月 日

再開 場合 、
前回中止年月日

年 月 日

工事施工
者

住 所
氏名又 名称

注 氏名 自署 場合 、押印 省略

。

様式第 号（第 条、第 条関係）

温泉掘削工事等終了（中止）届出書

職氏名 様

温泉掘削工事等 終了（中止） 、鳥取県温

泉法施行細則第 条（第 条第 項 準用

同規則第 条） 規定 、関係書類 添 次

届 出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

工 事 種 別
掘削 増掘 動力装置・ 出路

・ 出管入替
出槽改修 動力装置更新

略
工 事 場 所
略

工事期間
着 手 年 月 日
終了（中止） 年 月 日

中止 場合 、
理由

中止 場合 、
再開予定年月日
略

注 略

様式第 号（第 条、第 条関係）

温泉掘削工事等完了（廃止）届出書

職氏名 様

温泉掘削工事等 完了（廃止） 、温泉法第

条第 項（温泉法第 条第 項 準用 同

法第 条第 項・鳥取県温泉法施行細則第 条第 項

準用 温泉法第 条第 項） 規定 、

関係書類 添 次 届 出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

工 事 種 別
掘削 増掘 動力 装置・ 出
路 出管入替

出槽改修・動力 装置更新
略

工 事 場 所 番地 （地目）
略

工事期間
着 手 年 月 日
完了（廃止） 年 月 日

廃止 場合 、
理由

略

注 略

にあっては び の

の
び

の

の にあっては

は

を する には を すること

ができる

を したので

において する

の により を えて の

とおり け ます

にあっては び の

の
･ ･ ゆう

しゅんせつ ゆう え･
ゆう ･

の

の にあっては
その
の にあっては

を したので

において する

において する の により

を えて のとおり け ます

にあっては たる の

び びに の

の
･ ･ の ゆう

しゅんせつ･ゆう え･
ゆう の

の

の にあっては
その

５ ５ ７

５ ７ ２

５

１

５ ５ ７

６ １ ９ ２

６ １ ７ ２

６ １

１
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２

７ ７

７ １

１

２

／

１

２

８ ８

２

７ ７

７ １

１

２

／

１

２

８ ８

「許可又 改修届出 年月日及 許可番号」

欄 、掘削、増掘又 動力装置 工事以外 工

事 、温泉 出路 等

届出 年月日 記載 。

添付書類 略

様式第 号（第 条関係）

温泉 出路 等届出書

職氏名 様

温泉 出路 等 、鳥取県

温泉法施行細則第 条第 項 規定 、関係書類

添 次 届 出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

工 事 種 別
出路 ・ 出管

入替
出槽改修・動力装置更新

略

注 略

「温泉 出及 利用 現況」 「工事

係 設備 現況」欄 、 出路

又 出管 入替 行 場合

工事施行前 当該 出路 係 温泉

出量（ 分）及 温度（℃）、 出槽

改修 場合 工事施行前

当該 出槽 形状及 容積、動力装置 更新

場合 工事施行前 当該動

力装置 動力源及 種類、名称及 出

力（ｋｗ） 記載 。

添付書類

略

動力装置 更新 場合 、更新後

動力装置 詳細 明 書類

様式第 号（第 条関係）

温 泉 出 状 況 報 告 書

職氏名 様

「許可又 改修届出 年月日及 許可番号」

欄 、掘削、増掘又 動力 装置 工事以外

工事 、温泉 出路 等

届出 年月日 記載 。

添付書類 略

様式第 号（第 条関係）

温泉 出路 等届出書

職氏名 様

温泉 出路 等 、鳥取県

温泉法施行細則第 条第 項 規定 、関係書類

添 次 届 出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

工 事 種 別
出路 ・ 出管

入替
出槽改修・動力 装置更新

略

注 略

「温泉 出及 利用 現況」 「工事

係 設備 現況」欄 、 出路

又 出管 入替 行 場合

工事施行前 当該 出路 係 温泉

出量（ 分）及 温度（℃）、 出槽

改修 場合 工事施行前

当該 出槽 形状及 容積、動力 装置 更

新 場合 工事施行前 当該

動力 装置 動力源及 種類、名称及

出力（ｋｗ） 記載 。

添付書類

略

動力 装置 更新 場合 、更新

後 動力 装置 詳細 明 書類

様式第 号（第 条関係）

温 泉 出 状 況 報 告 書

職氏名 様

は の び

は は の の

については ゆう のしゅんせつ の

の だけを すること

ゆう しゅんせつ

ゆう のしゅんせつ をしたいので

の により

を えて のとおり け ます

にあっては び の

の
ゆう しゅんせつ ゆう

え
ゆう

のゆう び の の に

る の には ゆう のしゅんせ

つ はゆう の えを う にあっては

における ゆう に る の

ゆう び ゆう

を する にあっては における

ゆう の び を

する にあっては における

の びポンプの び

を すること

を する にあっては

の の を らかにした

ゆ う

は の び

は は の の の

については ゆう のしゅんせつ

の の だけを すること

ゆう しゅんせつ

ゆう のしゅんせつ をしたいので

の により

を えて のとおり け ます

にあっては たる の

び びに の

の
ゆう しゅんせつ ゆう

え
ゆう の

のゆう び の の に

る の には ゆう のしゅんせ

つ はゆう の えを う にあっては

における ゆう に る の

ゆう び ゆう

を する にあっては における

ゆう の び の を

する にあっては における

の の びポンプの

び を すること

の を する にあっては

の の の を らかにした

ゆ う



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 29 5510 ３

鳥取県温泉法施行細則第 条 規定 、温泉

出状況 次 報告 。

年 月 日

住 所

報告者

氏 名

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

略

注 略

様式第 号（第 条関係）

温 泉 採 取 権 譲 渡 届 出 書

職氏名 様

温泉採取権 譲渡 、鳥取県温泉法施行細則

第 条 規定 、関係書類 添 次 届

出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

略

注 略

添付書類 略

様式第 号（第 条関係）

温泉採取廃止（中止）届出書

職氏名 様

温泉 採取 廃止（中止） 、鳥取県温泉法

施行細則第 条 規定 、次 届 出 。

年 月 日

住 所

鳥取県温泉法施行細則第 条 規定 、温泉

出状況 次 報告 。

年 月 日

住 所

報告者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

略

注 略

様式第 号（第 条関係）

温 泉 採 取 権 譲 渡 届 出 書

職氏名 様

温泉採取権 譲渡 、鳥取県温泉法施行細則

第 条 規定 、関係書類 添 次 届

出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

略

注 略

添付書類 略

様式第 号（第 条関係）

温泉採取廃止（中止）届出書

職氏名 様

温泉 採取 廃止（中止） 、鳥取県温泉法

施行細則第 条 規定 、次 届 出 。

年 月 日

住 所

８

９ ９

９

８

９ ９

９

の により の

ゆう について のとおり します

にあっては び の

を したので

の により を えて のとおり

け ます

にあっては び の

の を したので

の により のとおり け ます

の により の

ゆう について のとおり します

にあっては たる の

び びに の

を したので

の により を えて のとおり

け ます

にあっては たる の

び びに の

の を したので

の により のとおり け ます

10 10

10

10 10

10



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 29 55 11３

届出者

氏 名

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

略

注 略

様式第 号（第 条関係）

原 状 回 復 報 告 書

職氏名 様

年 月 日付第 号 命

原状 回復 、鳥取県温泉法施行細則第 条

規定 、次 報告 。

年 月 日

住 所

報告者

氏 名

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

略

注 略

様式第 号（第 条関係）

温 泉 利 用 許 可 申 請 書

職氏名 様

温泉 公共 浴用（飲用） 供 、温泉法

第 条 規定 、関係書類 添 次 申

請 。

年 月 日

住 所

申請者

氏 名

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

略

届出者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

略

注 略

様式第 号（第 条関係）

原 状 回 復 報 告 書

職氏名 様

年 月 日付第 号 命

原状 回復 、鳥取県温泉法施行細則第 条

規定 、次 報告 。

年 月 日

住 所

報告者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

略

注 略

様式第 号（第 条関係）

温 泉 利 用 許 可 申 請 書

職氏名 様

温泉 公共 浴用（飲用） 供 、温泉法

第 条第 項 規定 、関係書類 添 次

申請 。

年 月 日

住 所

申請者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

略

にあっては び の

で じられたとお

り に したので

の により のとおり します

にあっては び の

を の に したいので

の により を えて のとおり

します

にあっては び の

にあっては たる の

び びに の

で じられたとお

り に したので

の により のとおり します

にあっては たる の

び びに の

を の に したいので

の により を えて のと

おり します

にあっては たる の

び びに の

11 11

11

12 12

12

11 11

11

12 12

13 １



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 29 5512 ３

注 略

添付書類

申請者 法人 場合 、定款又

寄附行為 写

略

略

略

供用 温泉 成分 明 書類（成

分 分析 行 者 表示 。）

様式第 号（第 条関係）

温 泉 成 分 等 掲 示 届 出 書

職氏名 様

公共 浴用（飲用） 供 温泉 成分等 掲示

、温泉法施行規則第 条第 項 規定 、

関係書類 添 次 届 出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

略

注 略

添付書類

略

温泉法施行規則第 条第 項 分析検査 結

果 明 書類

掲示内容 明 書面

様式第 号（第 条関係）

温 泉 利 用 設 備 改 修 届 出 書

職氏名 様

温泉利用設備 改修 、鳥取県温泉法施行

細則第 条 規定 、関係書類 添 次

届 出 。

注 略

添付書類

略

略

略

供用 温泉 成分 明 書類（成

分 分析及 検査 行 登録分析機関 名称

及 登録番号 表示 。）

申請者 温泉法第 条第 項各号 該当

者 誓約 書面

様式第 号（第 条関係）

温 泉 成 分 等 掲 示 届 出 書

職氏名 様

公共 浴用（飲用） 供 温泉 成分等 掲示

、温泉法第 条第 項 規定 、関係書

類 添 次 届 出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

略

注 略

添付書類

略

温泉法第 条第 項 温泉成分分析 結果

明 書類

温泉法施行規則第 条各号 掲 事項 明

書面

様式第 号（第 条関係）

温 泉 利 用 設 備 改 修 届 出 書

職氏名 様

温泉利用設備 改修 、鳥取県温泉法施行

細則第 条 規定 、関係書類 添 次

届 出 。

１

２

３

４

５

５ １

１

２ ５ ２

３

１

２

３

４

５ ２

３

１

２ ２

３ ６

が である にあっては

は の し

する の を らかにした

の を った を すること

の に する の を し

たいので の により

を えて のとおり け ます

にあっては び の

の の

を らかにした

を らかにした

を したいので

の により を えて のとお

り け ます

する の を らかにした

の び を った の

び を すること

が に しな

い であることを する

の に する の を し

たいので の により

を えて のとおり け ます

にあっては たる の

び びに の

の の を

らかにした

に げる を

らかにした

を したいので

の により を えて のとお

り け ます

13 13

14 14

14

13

13 13

14

14

14 14

14



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 29 55 13３

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

略

注 略

添付書類 略

様式第 号（第 条関係）

温 泉 利 用 廃 止 届 出 書

職氏名 様

温泉 公共 浴用（飲用） 供 、

鳥取県温泉法施行細則第 条 規定 、関係書類

添 次 届 出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、名称及 代表者 氏

名）

電話番号

略

注 略

添付書類 略

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

略

注 略

添付書類 略

様式第 号（第 条関係）

温 泉 利 用 廃 止 届 出 書

職氏名 様

温泉 公共 浴用（飲用） 供 、

鳥取県温泉法施行細則第 条 規定 、関係書類

添 次 届 出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

略

注 略

添付書類 略

様式第 号（第 条関係）

温泉成分分析機関登録申請書

職氏名 様

温泉成分分析機関 登録 受 、温泉法第

条第 項 規定 、関係書類 添 次

申請 。

年 月 日

住 所

申請者

にあっては び の

を の に するのをやめたので

の により

を えて のとおり け ます

にあっては び の

にあっては たる の

び びに の

を の に するのをやめたので

の により

を えて のとおり け ます

にあっては たる の

び びに の

の を けたいので

の により を えて のとお

り します

15 15

15

15 15

15

16 16

15 ２



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 29 5514 ３

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

分 析 施 設 名 称
分 析 施 設 所 在 地
温泉成分分析 使用 器具、
機械又 装置 名称及 性能

温泉成分分
析 業務
責任者

氏 名
業務 関 有
資格
温泉成分分析 関

経験及 研究
成果 概要

参 考 事 項

注 氏名 自署 場合 、押印 省略

。

添付書類

申請者 法人 場合 、 定

款又 寄附行為及 登記簿 謄本

申請者 個人 場合 、 住

民票 写 又 外国人登録証明書 写

分析施設 見取図

温泉成分分析 適正 確実 実施

十分 経理的基礎 有 証 書類

申請者 温泉法第 条第 項各号 該当

者 誓約 書面

様式第 号（第 条関係）

温泉成分分析機関登録事項変更届出書

職氏名 様

温泉成分分析機関登録申請書 記載事項 変更 生

、温泉法第 条 規定 、次 届

出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

登録分析機関 名称
登録分析機関 所在地
登録年月日及 登録番号 年 月 日 第 号

変 更 内 容
変 更 事 項
変 更 前

にあっては たる の

び びに の

の
の

に する
は の び

の の

に し する

に
する び

の

を する には を すること

ができる

が である にあっては その

は び の

が である にあっては その

の し は の し

の

を かつ に するのに

な を することを する

が に しな

い であることを する

の に を

じたので の により のとおり

け ます

にあっては たる の

び びに の

の
の
び

１

２

３

４

５ ４15

17 17

16



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 29 55 15３

変 更 後
変 更 年 月 日 年 月 日
変 更 理 由

注 氏名 自署 場合 、押印 省略

。

様式第 号（第 条関係）

温泉成分分析業務廃止届出書

職氏名 様

温泉成分分析業務 廃止 、温泉法第 条第

項 規定 、次 届 出 。

年 月 日

住 所

届出者

氏 名

（法人 、主 事務所 所在地

及 名称並 代表者 氏名）

電話番号

登録分析機関 名称
登録分析機関 所在地
登録年月日及 登録番号 年 月 日 第 号
廃 止 年 月 日 年 月 日
廃 止 理 由

注 氏名 自署 場合 、押印 省略

。

の

を する には を すること

ができる

を したので

の により のとおり け ます

にあっては たる の

び びに の

の
の
び

の

を する には を すること

ができる

18 18

17

１

附 則

（施行期日）

規則 、平成 年 月 日 施行 。

（経過措置）

規則 施行 際現 改正前 鳥取県温泉法施行細則第 条 規定 温泉掘削者等 該当 者

、同規則第 条及 様式第 号 規定 、 効力 有 。

鳥取県立産業体育館管理規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県立産業体育館管理規則 一部 改正 規則

１ ４ １

２ ３

４ ４

３

この は から する

この の の に の に する に している に

ついては び の は なおその を する

の を する をここに する

の を する

14

14 29

鳥取県規則第 号42



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 29 5516 ３

改 正 後 改 正 前

（利用 通知等）

第 条 知事 、産業体育館 利用 許可 、

体育館 専用利用 方法 利用 者又 会議室等

利用 者 対 様式第 号 通知 、体育

館 一般利用 方法 利用 者 対 様式第

号 利用券 、 ー 教室 参加 者 対

様式第 号 参加証 交付 。

（使用料 減免）

第 条 条例第 条 規定 使用料 減免 行

場合 、次 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 児童又 生徒 休日、日曜日及 土曜日 体育

館 一般利用 。

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

略

前項 規定 、次 各号 定 事由

使用料 減免 受 者 、当該各号

定 行為 同項 申請書 提出 代

。

（ ） 略

（ ） 第 項第 号 定 事由 口頭 申出

（ ） 第 項第 号 定 事由 運転免許証、介護

保険被保険者証 他年齢 証 書面 提示

（ ） 第 項第 号 定 事由 介護保険被保険者

証 提示

様式第 号（第 条関係）

鳥取県立産業体育館利用申込書

職 氏 名 様

年 月 日

郵便番号

住 所

（利用 通知等）

第 条 知事 、産業体育館 利用 許可 、

体育館 専用利用 方法 利用 者又 会議室等

利用 者 対 様式第 号 通知 、体育

館 一般利用 方法 利用 者（学生又 一般人

限 。） 対 様式第 号 利用券 、 ー

教室 参加 者 対 様式第 号 参加

証 交付 。

（使用料 減免）

第 条 条例第 条 規定 使用料 減免 行

場合 、次 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

略

前項 規定 、次 各号 定 事由

使用料 減免 受 者 、当該各号

定 行為 同項 申請書 提出 代

。

（ ） 略

（ ） 第 項第 号 定 事由 運転免許証、介護

保険被保険者証 他年齢 証 書面 提示

（ ） 第 項第 号 定 事由 介護保険被保険者

証 提示

様式第 号（第 条関係）

鳥取県立産業体育館利用申込書

職 氏 名 様

年 月 日

郵便番号

住 所

の

は の の をしたときは

を の で する は を

する に しては により し

を の で する に しては

による を スポ ツ に する に し

ては による を するものとする

の

の による の を うこ

とができる は のとおりとする

は が び に

を するとき

の にかかわらず の に める に

より の を けようとする は に

める をもって の の に えること

ができる

に める による

に める

その を する の

に める

の

の

は の の をしたときは

を の で する は を

する に しては により し

を の で する は に

る に しては による を スポ

ツ に する に しては による

を するものとする

の

の による の を うこ

とができる は のとおりとする

の にかかわらず の に める に

より の を けようとする は に

める をもって の の に えること

ができる

に める

その を する の

に める

の

５

３

４

５

７ ８

１ ３

４

５

６

７

２

３

１

２ １ ４

３ １ ５

４ １ ６

１ ４

５

３

４

５

７ ８

１ ３

４

５

６

２

３

１

２ １ ４

３ １ ５

１ ４

第 条 鳥取県立産業体育館管理規則（平成 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中号 表示 下線 引 号（以下「移動号」 。） 対応 同表 改正後

欄中号 表示 下線 引 号（以下「移動後号」 。） 存在 場合 、当該移動号 当該移動

後号 、移動号 対応 移動後号 存在 場合 、当該移動号（以下「削除号」 。） 削 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（号 表示及 削除号 除 。以下「改正部分」 。） 対

応 同表 改正後 欄中下線 引 部分（号 表示 除 。以下「改正後部分」 。） 存在

場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当

該改正後部分 加 。

次 表 改正前 欄 表中太線 囲 部分 次 表 改正後 欄 表中太線 囲 部分 改 。

１ ９ 22 の を のように する

の の の の に が かれた という に する の の

の に が かれた という が する には を

とし に する が しない には という を る

の の の が かれた の び を く という に

する の の が かれた の を く という が する

には を に め に する が しない には

を える

の の の の で まれた を の の の の で まれた に める



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 29 55 17３

申込者 氏 名

（団体 、名称及

代表者 氏名）

電話番号

次 鳥取県立（鳥取・米子）産業体育館 利

用 、申 込 。

申込者 氏 名

（団体 、名称及

代表者 氏名）

電話番号

次 鳥取県立（鳥取・米子）産業体育館 利

用 、申 込 。

表

№

利 用 券 控

№

利 用 券

年 月 日

鳥取県立（鳥取・米子）産業体育館

にあっては び

の

のとおり を

したいので し みます

にあっては び

の

のとおり を

したいので し みます

略

利用予定人員

入場料等

徴収 有無

人

有（ 円）

無

利用種別

・ ー

活動

他

略

略

利用予定人員

入場料等

徴収 有無

人

有（ 円）

無

略

の

の

アマチュア スポ

ツ

その

の

の

１

２

￥ ￥

第 条 鳥取県立産業体育館管理規則 一部 次 改正 。

様式第 号 表 次 改 。

様式第 号備考中 削 、 、同様式備考 中「、休日等 利用 児童又 生徒」 削 、同

様式備考 同様式備考 。

附 則

規則 、平成 年 月 日 施行 。

鳥取県産業技術 ー条例施行規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県産業技術 ー条例施行規則 一部 改正 規則

鳥取県産業技術 ー条例施行規則（平成 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正後 欄 表中太線 囲 部分 加 。

２

４

４ １ ２ １ ３

３ ２

４ １

３

の を のように する

の を のように める

を り を とし に する は を り

を とする

この は から する

センタ の を する をここに する

センタ の を する

センタ の を のように する

の の の の で まれた を える

14

14 29

12 37

鳥取県規則第 号43



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 29 5518 ３

改 正 後 改 正 前

別表（第 条関係）

区 分 単位 金額

分析機械 略

ー
時間

円

表面形状分析装置
時間

円

糖分析装置
時間

円

試験機械 略

大型環境試験機
時間

円

電源高調波試験装置
時間

円

電子部品微小硬 試験
装置

時間
円

無機薄膜製膜装置
時間

円

高温環境衝撃試験装置
時間

円

ＵＳＢ 開発環境試
験装置

時間
円

水平振動試験装置
時間

円

測定機械 略

半導体直流特性試験装
置

時間
円

高速 ー
時間

円

ー式木材衝撃
試験機

時間
円

卓上型万能強度試験機
時間

円

三次元
時間

円

ー 硬度計
時間

円

加工機械 略

ー ー加工機
時間

円

卓上型万能高速 ー
・ ー

時間
円

備考 略

別表（第 条関係）

区 分 単位 金額

分析機械 略

ー
時間

円

試験機械 略

大型環境試験機
時間

円

測定機械 略

半導体直流特性試験装
置

時間
円

加工機械 略

ー ー加工機
時間

円

備考 略

17

90

1,770

950

2,250

430

270

1,470

580

2.0
850

280

330

460

220

500

300

150

630

200

17

90

2,250

330

630

１

１

１

１

２

１

１

１

１

１

１

１

３

１

１

１

１

１

１

４

１

１

１

１

２

１

３

１

４

１

ファットメ タ
につき

につき

につき

につき

につき
さ

につき

につき

につき

につき

につき

につき

オシロスコ プ
につき

シャルピ
につき

につき

デジタイザ
につき

ビッカ ス
につき

レ ザ
につき

カッタ
ミキサ につき

ファットメ タ
につき

につき

につき

レ ザ
につき

附 則

規則 、公布 日 施行 。この は の から する



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 29 55 19３

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第 条 規則 、高年齢者等 雇用 安定等 関

法律（昭和 年法律第 号）第 条第 項第 号

失業者 作業環境 適応 容易 、又

就職 必要 知識及 技能 習得 実施

訓練並 雇用対策法（昭和 年法律第 号）第

条第 号 求職者 作業環境 適応 訓練（以

下「職場適応訓練」 ） 事業主 委託 実施

必要 事項 定 。

第 条 知事 、次 各号 該当 場合

、委託契約 変更 、又 解除 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 職場適応訓練生 国際協定 締結等 伴 漁業

離職者 関 臨時措置法（昭和 年法律第 号）

第 条、経済社会 変化 対応 円滑 再就職

促進 雇用対策法等 一部 改正 等

法律（平成 年法律第 号）第 条 規定 廃

止前 特定不況業種等関係労働者 雇用 安定 関

特別措置法（昭和 年法律第 号）第 条若

第 条又 雇用対策法施行規則（昭和 年労働

省令第 号）附則第 条第 項若 第 条第

項若 第 条若 第 条 規定 基 求

職手帳 発給 受 者 、当該手帳

失効 場合

（ ） 略

略

（趣旨）

第 条 規則 、高年齢者等 雇用 安定等 関

法律（昭和 年法律第 号）第 条第 項第 号

失業者 作業環境 適応 容易 、又

就職 必要 知識及 技能 習得 実施

訓練並 雇用対策法（昭和 年法律第 号）第

条第 号 求職者 作業環境 適応 訓練（以

下「職場適応訓練」 ） 事業主 委託 実施

必要 事項 定 。

第 条 知事 、次 各号 該当 場合

、委託契約 変更 、又 解除 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 職場適応訓練生 国際協定 締結等 伴 漁業

離職者 関 臨時措置法（昭和 年法律第 号）

第 条、特定不況業種等関係労働者 雇用 安定

関 特別措置法（昭和 年法律第 号）第 条又

雇用対策法施行規則（昭和 年労働省令第 号）

附則第 条第 項若 第 条第 項 規定 基

求職手帳 発給 受 者 、当該

手帳 失効 場合

（ ） 略

略

１

１ ３

５

１ ３

４

４

１

３ １ ４ １

８ ９

５

２

１

１ ３

５

１ ３

４

４

３ １ ４ １

５

２

この は の の に す

る の

が に することを にさせ は

に な び を させるために す

る びに

の を に させる

という｡ を に して

するために な を めるものとする

は の のいずれかに する に

は を し は することができる

が の に う

に する

の に する な を

するための の を する の

の による

の の の に

する し

くは は

しくは

しくは しくは の に づく

の を けた であるときは が

した

この は の の に す

る の

が に することを にさせ は

に な び を させるために す

る びに

の を に させる

という｡ を に して

するために な を めるものとする

は の のいずれかに する に

は を し は することができる

が の に う

に する

の の に

する

は

しくは の に

づく の を けた であるときは

が した

46 68 15

41 132

18

12

52 94

13 35

58 39 13

14 41

23

46 68 15

41 132

13

12

52 94

58 39 13

41 23

職場適応訓練委託規則及 鳥取県訓練手当支給規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

職場適応訓練委託規則及 鳥取県訓練手当支給規則 一部 改正 規則

（職場適応訓練委託規則 一部改正）

第 条 職場適応訓練委託規則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 ） 対応 同表 改

正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 ） 存在 場合 、当該改正

部分 当該改正後部分 改 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分 加

。

び の を する をここに する

び の を する

の

の を のように する

の の の が かれた この において という｡ に する の

の が かれた この において という｡ が する には

を に め に する が しない には を え

る

14 29

39

３

１ ４

鳥取県規則第 号44



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 29 5520 ３

改 正 後 改 正 前

（ 規則 趣旨）

第 条 雇用対策法（昭和 年法律第 号。以下「法」

。）第 条第 号 給付金 支給 、

規則 定 。

（給付金 種類）

第 条 県 支給 法第 条第 号 給付金 、基本

手当、技能習得手当（受講手当、特定職種受講手当及

通所手当 。）及 寄宿手当（以下「訓練手当」

。） 。

（訓練手当 支給対象者）

第 条 訓練手当 、公共職業安定所長 指示 公

共職業能力開発施設 行 職業訓練（以下「公共職業

訓練」 。） 受 次 各号

該当 求職者及 求職者 作業環境 適応 訓

練（以下「職場適応訓練」 。） 受 次

各号 該当 求職者 対 支給 。

（ ） 略

（ ） 経済社会 変化 対応 円滑 再就職 促進

雇用対策法等 一部 改正 等 法律

（平成 年法律第 号）第 条 規定 改正前

地域雇用開発等促進法（昭和 年法律第 号）第

条 規定 職業紹介活動 職業

受 適当 公共職業安定所長

認定 者

（ ）～（ ） 略

（ ） 経済社会 変化 対応 円滑 再就職 促進

雇用対策法等 一部 改正 等 法律

（平成 年法律第 号）第 条 規定 廃止前

特定不況業種等関係労働者 雇用 安定 関

特別措置法（昭和 年法律第 号）第 条第 項若

第 項若 第 条若 特定不況業種

等関係労働者 雇用 安定 関 特別措置法施行

規則 廃止 等 省令（平成 年厚生労働省令第

号）第 条 規定 廃止前 特定不況業種

等関係労働者 雇用 安定 関 特別措置法施行

規則（昭和 年労働省令第 号）第 条 規定

特定不況業種離職者求職手帳又 雇用対策法施行

規則附則第 条若 第 条 規定 石炭鉱

（ 規則 趣旨）

第 条 雇用対策法（昭和 年法律第 号。以下「法」

。）第 条第 号 給付金 支給 、

規則 定 。

（給付金 種類）

第 条 県 支給 法第 条第 号 給付金 、基本

手当、技能習得手当（受講手当、特定職種受講手当及

通所手当 。）及 寄宿手当（以下「訓練手当」

。） 。

（訓練手当 支給対象者）

第 条 訓練手当 、公共職業安定所長 指示 公

共職業能力開発施設 行 職業訓練（以下「公共職業

訓練」 。） 受 次 各号

該当 求職者及 求職者 作業環境 適応 訓

練（以下「職場適応訓練」 。） 受 次

各号 該当 求職者 対 支給 。

（ ） 略

（ ） 地域雇用開発等促進法（昭和 年法律第 号）

第 条 規定 職業紹介活動 職業

受 適当 公共職業安定所長

認定 者

（ ）～（ ） 略

（ ） 特定不況業種等関係労働者 雇用 安定 関

特別措置法（昭和 年法律第 号）第 条第 項

若 第 項若 第 条又 特定不況業種等

関係労働者 雇用 安定 関 特別措置法施行規

則（昭和 年労働省令第 号）第 条 規定

特定不況業種離職者求職手帳 発給 受 者

この の

という の の については

この の めるところによる

の

が する の は

び とする び

という とする

の

は の により

の う

という を けている の のいずれかに

する び を に させる

という を けている

の のいずれかに する に して する

の に する な を

するための の を する の

の による

の

に する により のあっせん

を けることが であると によ

り された

の に する な を

するための の を する の

の による

の の の に する

しくは しくは しくは

の の に する

を する の

の による の

の の に する

の によ

る は

しくは の による

この の

という の の については

この の めるところによる

の

が する の は

び とする び

という とする

の

は の により

の う

という を けている の のいずれかに

する び を に させる

という を けている

の のいずれかに する に して する

に する により のあっせ

んを けることが であると に

より された

の の に す

る

しくは しくは は

の の に する

の による

の を けている

１

２

２ ２

３

１

２

５

３

１

１

２

１

８ ９

１

２

２ ２

３

１

２

３

１

２

41 132

18

18

13 35

62 23

21

14

15

13 35

58 39 13

14

13

129

58 20 11

41 132

13

13

62 23

21

14

15

58 39 13

14

58 20 11

（鳥取県訓練手当支給規則 一部改正）

第 条 鳥取県訓練手当支給規則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当

該改正部分 当該改正後部分 改 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分

加 。

の

の を のように する

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた この において という が する には

を に め に する が しない には

を える

２ 42 11



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 29 55 21３

業離職者求職手帳 発給 受 者

略

（調整）

第 条 略

雇用保険法第 条第 項 規定 特例受給資格者

（同法第 条第 項 該当 場合 除 。） 同法

第 条 規定 特例一時金 支給 受 場合

、当該離職 日 翌日 起算 箇月 経過

日 同条第 項 認定 行 日 起算

日 経過 日 早 到来 日

間 、訓練手当 支給 。

（支給制限）

第 条 訓練手当 支給 受 者 偽

他不正 行為 法第 条 職業転換給付金又

前条第 項各号 掲 給付 支給 受 、又 受

、訓練手当 支給

。

略

（調整）

第 条 略

雇用保険法第 条第 項 規定 特例受給資格者

（同法第 条第 項 該当 場合 除 。） 同法

第 条 規定 特例一時金 支給 受 場合

、当該離職 日 翌日 起算 箇月 経過

日 同条第 項 認定 行 日 起算

日 経過 日 早 到来 日

間 、訓練手当 支給 。

（支給制限）

第 条 訓練手当 支給 受 者 偽

他不正 行為 法第 条 職業転換給付金又

前条第 項各号 掲 給付 支給 受 、又 受

、訓練手当 支給

。

改 正 後 改 正 前

（職業訓練 種類等）

第 条 専門校 行 職業訓練 種類、訓練課程及 訓

練科並 訓練生定員及 訓練期間 、次 表

。

専門校
名称

職業訓
練 種
類

訓練課
程

訓 練 科 訓練生
定員

訓 練
期 間

略
鳥取県
立米子
高等技

普通職
業訓練

普通課
程

自動車整
備科
総合建設

人

人

年

年

（職業訓練 種類等）

第 条 専門校 行 職業訓練 種類、訓練課程及 訓

練科並 訓練生定員及 訓練期間 、次 表
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附 則

規則 、公布 日 施行 。

鳥取県立高等技術専門校規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県立高等技術専門校規則 一部 改正 規則

鳥取県立高等技術専門校規則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

この は の から する

の を する をここに する

の を する

の を のように する

の の の が かれた を の の が かれた に める
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鳥取県規則第 号45
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規則 、平成 年 月 日 施行 。この は から する14 ４ １


